
空家問題の現状と課題
～法福連携の可能性～

埼玉司法書士会
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本日の流れ

•空き家の何が問題か？

•空き家問題への法的対応とその限界

•空き家対策の今後～福祉部門との連携～

•国交省モデル事業について

2



空き家の何が問題か？
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空き家の現状
• 住宅の総数が総世帯数を上回っている。
• 今後、少子高齢化が進み、人口、世帯数が減少する見込み。
• 管理が不全な空き家は、外部に悪影響（防災・衛生・景観・不経済
等）をもたらすおそれがある。

• 活用可能な空き家でも、適正な管理がなされず放置されることで、
外部に悪影響をもたらすおそれがある。
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空き家の分類

統計上の内訳区分としては

①最低限の管理が行われている「賃貸用」「売却用」「二次的
利用」

②利用目的が無い「その他」に分けられる。

「賃貸用」「売却用」 ⇒ 新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために
空家になっている住宅

「二次的利用」 ⇒ 週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的
で使用される住宅で，普段は人が住んでいな
い住宅

「その他」 ⇒ 上記以外の，人が住んでいない住宅
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空き家の発生のプロセス

•空き家になる三つのプロセス
と問題点
① 引越し

• 住所変更の登記がなされない
② 相続

• 相続人が複数で調整困難
• 相続手続（登記が未了）
• 相続人全員が相続放棄

③ 入院・入所
• 認知能力の問題
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売りたいのに売れない？

売
却
等 〇 △

（後見制度等を利用） ×

空家の状態

入所 死亡

判断能力あり 判断能力低下 相続人間の合意形成

合意
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司法書士業務と空き家対策

相続登記手続の専門家として
相続人調査・遺産分割協議書の作成・登記申請手続

裁判手続の専門家として
裁判所提出書類の作成
Ｅｘ．遺産分割調停申立、成年後見申立、不在者財産管理人選任申立

相続財産管理人選任申立
財産管理の専門家として
裁判所より選任されることで成年後見人等の財産管理人にも就任
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空き家問題への法的対応とその限界
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空き家が問題となってきたのは？

•全国的に空き家の管理が問題視されたのは２０００年代から
•所沢市で全国に先駆けて条例制定（２０１０年）

• ２００８年の所沢市の空き家状況
→住宅総数 １５万１０００戸
その他空き家 ３５００戸

• 条例の内容
① 空き家の所有者の責務（空き家等の適正管理）
② 実態調査及び適正管理措置
③ 助言・指導・勧告・命令・公表
④ 警察その他の関連機関との連携
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空家問題への対応（除却）
『特定空家等とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危
険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれ
のある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景
観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るた
めに放置することが不適切である状態にあると認められる空家
等をいう』
空
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住宅用地特例
対象から除外

違反すると最大
50万円以下の罰金
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２０１２年
当時
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空家の利活用への取組（空家バンク）
•「空き家バンク」とは、空き家の賃貸・売却を希望する人から
申込みを受けた情報を、空き家の利用を希望する人に紹介する
制度です。

•市町村が運営する市町村空き家バンクは、空き家の有効活用を
通した「定住促進による地域の活性化」を図ることなどを目的
としています。
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空家バンクの設置状況

20



ランドバンク事業
•つるおかランドバンク事業
NPO法人が空き家・空き地等の不動産が売買または相続され

るタイミングで所有者から協力を得て、空き地・空き家を活用
し狭隘道路や狭小・無接道敷地を解消するために、小規模なが
ら、それらを連鎖させる事により地区全体の環境を向上・再生
させる事業を実施。
⇒あくまで民間ベースの事業。
米国の「空き地、放棄地、差押不動産を利用物件に転換するこ

とに特化した行政機関」とは手法が異なる。
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ニコイチ化への除却助成
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空家等の除却による固定資産税の減免
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空き家対策の今後
～福祉部門との連携の可能性～
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空家対策と司法書士の役割

※ 長野・須藤 空き家対策型まちづくりにおける司法書士の 第三者的役割に関する研究
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空き家対策の必要性

•問題となっている空き家は管理不全の空き家
→管理されていないと、不測のリスクも発生
・樹木の繁茂や建物の一部損壊による工作物責任
・特定空家に認定されることによる土地の固定資産税額の増額
・建物の不朽による換価性の減少

•管理されていれば空き家は問題ないのか？
・長期間の不在による防犯（他人の侵入）や防災（不審火）のリスク
・建物の傷みにより換価が難しくなる場合も
・相続の発生等後発的な事情による管理不全のリスク
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予防から流通へ

•相続おしかけ講座
今住んでいる住宅について予め備えておく
⇒遺言＋任意後見・民事信託

•空き家として遭遇する建物
既に空き家となっており対応（管理等）が必要な空き家
⇒管理には売却も含まれるのではないか？
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※参考図：三菱総研／第2回 空き家対策における民間ビジネスの促進に向けて

流通に載せていくべき空家とは
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流通に載せる上での課題

売
却
等 〇 △

（後見制度等を利用） ×

空家の状態

入所 死亡

判断能力あり 判断能力低下 相続人間の合意形成

合意
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成年後見制度の利用と課題
•成年後見制度＝本人の財産を保護する制度＋意思決定支援

•自宅の売却には必要性＋相当性が必要
→必要性：本人が自宅に戻る見込みがないことが大前提

①本人の生活上の必要性（施設費の負担等の生活費の問題）
②自宅の管理上の問題＝既に管理不全ｏｒ管理不全の可能性

→相当性：売却金額の問題
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成年後見制度の利用と課題
• ケース① 遺言書の作成中に認知能力が低下

→ケアマネが関わり入所先の施設を検討中だった

• ケース② 売却希望で保佐申立
→包括からの依頼で本人と面談
（不動産業者の手配と保佐申立・保佐人に就任）

• ケース③ 本人が亡母親名義の建物に居住中に脳梗塞で搬送
→包括職員が訪問したら倒れていたケース
（首長申立で成年後見人に就任）
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相続発生後の課題
• 相続手続＝遺産を分ける
→相続人の確定（戸籍の収集）＋相続人全員の合意（話し合い）

• ケース① 祖父名義の建物の相続手続
→非嫡出子の存在

• ケース② 親子間が不仲で話し合いができない
→遺産分割調停（裁判所での話し合い）を申立したが？

• ケース③ 相続人全員が相続放棄
→土地・建物の他に預貯金等で450万円程度あったのに…
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元気なうちに今出来ること

予
め
対
策

売却 任意後見制度
民事（家族）信託 遺言

空家の状態

入所 死亡

判断能力あり 判断能力低下 相続人間の合意形成

合意
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地域包括支援センターへのアンケート結果から

調査方法：郵送によるアンケートを送付し、ＦＡＸによる回答
実施時期：令和２年２月
実施対象：埼玉県内地域包括支援センター（計２８３箇所）
回答数 ：１４７件（回収率５２％）
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地域包括支援センターへのアンケート結果から

120

21
2

空き家との遭遇

あり なし 無回答

64
62

遭遇した空き家への対応

あり なし
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地域包括支援センターへのアンケート結果から

0 5 10 15 20 25 30 35

仕事でない

連携先が分からない

対応が分からない

空き家の対応で感じていること
（対応無のセンター・複数回答）

空き家の対応依頼先
（第一順位）

行政 不動産業者 専門家 家族
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地域包括支援センターの役割

•地域包括支援センターの具体的な業務内容
① 第１号介護予防支援事業
② 総合相談支援事業
③ 権利擁護事業
④ 包括的・継続的なケアマネジメント支援事業

•多職種協働による地域連携ネットワークの構築

•地域ケア会議の実施
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新たな地域連携モデルを考える

•管理不全の空き家を増やさない手法として考えられること
• 賃貸や売却
• 管理者の選任（法的権限と物理的な管理）
⇒業者への管理の委託と任意後見契約・民事信託等の活用
⇒成年後見制度の活用（意思能力が不十分な場合）

• 円滑な承継
⇒遺言、民事信託、贈与

•地域連携モデルとして
• 地域包括支援センターと士業・不動産業者との連携
⇒電話相談の実施や相談会・勉強会の開催によるネットワークの構築
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国交省モデル事業について

39



法務部門と福祉部門との連携による利活用のための相談実施事業
（国土交通省 空き家対策の担い手強化・連携モデル事業）

【取組の背景と目的】
当会の実施したアンケートによれば、およそ８５％の地域包括支援センターの関与先において空き家
に遭遇しているにも関わらず、対応を行ったセンターは半分以下の４０％程度に留まっており、対応
上の課題として連携先が不明であることがあげられた。そのため、センターと連携するための人材を
育成し、相談体制を整備することにより、早期に流通や利活用等のきっかけをつくりたい。

【取組内容の概要】
福祉部門（地域包括ケアシステム）における空き家問題への対応は、特定の物件を福祉用途での利活
用する等に留まっており、地域で他職種の専門家で連携している事例はまだまだ少ない。空き家が管
理不全な状態に陥る前に予め対応できれば、売却までのコストや時間を短縮できるものと思われる。
また、空き家を放置しておくことによる、所有者が認知症等で判断能力を失ってしまうことや相続の
発生による相続人間での合意が図れない等の法務的なリスクの低減の観点からも早めの対応が必要で
ある。そのため、法務（司法書士・不動産業者等）と福祉（包括）との連携を図り、早い時点での相
談に繋げる連携体制が必要であり、そのモデルとなるよう本事業を計画した。
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法務部門と福祉部門との連携による利活用のための相談実施事業
（国土交通省 空き家対策の担い手強化・連携モデル事業）

【具体的な事業内容】
• 人材育成
⇒空き家問題の現状と課題に関する研修会の実施
地域連携に向けたワークショップの開催

• ＷＥＢ相談会の実施
⇒説明会の開催と相談の実施

• 報告書の作成
⇒アンケートとヒアリングの実施
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法務部門と福祉部門との連携による利活用のための相談実施事業
（国土交通省 空き家対策の担い手強化・連携モデル事業）

・ポストコロナ時代の支援策として
⇒ＷＥＢを活用した非対面型の相談を模索
（課題）
・キーワードは非対面、ＩＴ技術の活用
・課題はＩＴリテラシィ
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ＷＥＢ相談の概要

•利用するシステム：ｚｏｏｍを利用

•ご用意いただくもの
ネットへの接続環境
ネットへの接続機器

（マイク・カメラ付きのスマホ・タブレット・ＰＣ）

•接続 予めメールにてご連絡したＵＲＬからアクセス
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ＷＥＢ相談の概要
• 相談の実施方法
①初回相談日（毎週水曜日の１４時～１７時）

相談時間 ：５０分
相談対象者：福祉関係者等からの初期相談窓口として位置づけ、

司法書士が相談を実施し、必要に応じて継続相談窓口へ繋げる。

②継続的相談（予約型のスポット相談・１案件あたり２回を上限）
相談時間：５０分
相談対象者：所有者及び福祉関係者等を想定し、司法書士が相談を実施、

必要に応じて宅地建物取引主任士も相談を受ける。

※定期相談・継続的相談については原則として同一の司法書士が相談に応じることとする。
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ＷＥＢ相談の概要

相談の予約方法
初回相談：ＷＥＢによる申込みを予定

（当会ＨＰへ案内を掲載予定）

継続相談：相談実施時に次回相談日程等について調整する。

※予約受付後、事務局より受付完了の連絡をメール等で行う。
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ＷＥＢ相談の概要
初回 ２回～３回

相談日 毎週水曜の１４時～１７時 相談者と相談員との調整で決定
相談予約 相談者がＷＥＢより行う 相談員が行う
相談時間 ５０分
相談方法 ＺＯＯＭを利用したＷＥＢ相談

相談者
福祉関係者 ◎ 〇
所有者等 △ ◎

相談内容 建物に関する管理・売却等の相談
※ 空き家には限定されない。

・ＺＯＯＭ＝ＷＥＢを利用したテレビ会議システム（ネット環境とスマホ等の機器が必要）
・福祉関係者＝包括職員さん・ケアマネさん等を想定
・所有者等＝所有者及びその親族
・最大３回までの相談とし、実際の業務等を依頼する場合には司法書士との個別の対応となる。
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空家問題の現状と課題
～法福連携の可能性～

埼玉司法書士会
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